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 Prove to have the ability to provide

sufficient service with certainty

 Prove to have no false statement in

tendering documents

 Prove neither the business condition

nor credibility is deteriorating

 Meet the qualification requirements

which Official in charge of disbursement

of the procuring entity may specify in ac‑

cordance with Article 73 of the Cabinet

Order

 Time‑limit for Tender : 11 : 00 AM, 2 No‑

vember, 2015

 Contact point for the notice : Hiroshi

Hayashi, Procurement Department, Japan

Pension Service, 524, Takaido‑nishi 3‑
chome, Suginami‑ku, Tokyo, 1688505, Ja‑
pan TEL 0353441100

 本工事は、予算決算及び会計令（昭和22年
勅令第165号）（以下「予決令」という。）第85
条に基づく調査基準価格（以下「調査基準価
格」という。）を下回った価格をもって契約す
る者に対して、予決令第86条に規定する調査
（以下「低入札価格調査」という。）結果の公
表及び、監督体制の強化等により品質確保等
の対策を実施する工事である。
 本工事は、調査基準価格を下回った価格を
もって契約する者に対して、施工段階確認等
において監督職員が文書により受注者に改善
を指示した場合、その回数に応じ以降の１年
間関東農政局管内の別の新規工事における総
合評価落札方式の評価点等を減ずる試行工事
である。
 本工事は、「共通仮設費（率分）のうち営繕
費」及び「現場管理費のうち労務管理費」の
下記に示す費用（以下「実績変更対象費」と
いう。）について、工事実施にあたって不足す
る技術者や技能者を広域的に確保せざるを得
ない場合も考えられることから、契約締結後、
労働者確保に要する方策に変更が生じ、土地
改良事業等請負工事積算基準の金額相当では
適正な工事の実施が困難になった場合は、実
績変更対象費の支出実績を踏まえて最終精算
変更時点で設計変更する試行工事である。
営繕費：労働者送迎費、宿泊費、借上費
労務管理費：募集及び解散に要する費用、賃
金以外の食事、通勤等に要する費用

 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の対象工事であ
る。ただし、入札時ＶＥの提案範囲は対象と
しない。

 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務づけられた工事で
ある。
 本工事は、入札説明書の交付、申請書及び
確認資料の提出、受領に係る確認及び入札に
ついて、原則として電子入札システム（以下
「電子入札方式」という。）により行う対象工
事である。ただし、電子入札方式によりがた
い場合は、紙入札方式の承諾に関する承諾願
を提出し、承諾を得た者は紙入札方式に変更
することができる。

２ 競争参加資格
次に掲げる条件を満たしている単体、若しく
は条件を満たしている二者又は三者により構成
されている特定建設工事共同企業体であって、
関東農政局長から特定建設工事共同企業体とし
て資格認定を受けた者であること。
 予決令第70条及び第71条の規定に該当しな
い者であること。なお、未成年者、被保佐人
又は被補助人であって、契約締結のために必
要な同意を得ている者は、同条中、特別の理
由がある場合に該当する。
 関東農政局における平成27・28年度一般競
争参加資格のうち「土木一式工事」の認定を
受けていること。ただし、会社更生法（平成
14年法律第154号）に基づき更生手続開始の
申立てがなされている者又は民事再生法（平
成11年法律第225号）に基づき再生手続開始
の申立てがなされている者については、手続
開始の決定後、関東農政局長が別に定める手
続に基づく一般競争参加資格の再認定を受け
ていること。
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。ただし、上記２のの再認定を受けた
者を除く。
 関東農政局における平成27・28年度一般競
争参加資格の認定の際に、「土木一式工事」の
客観的事項（共通事項）について算定した点
数（以下「客観点数」という。）が、1250点

以上であること。ただし、特定建設工事共同
企業体の代表者以外の構成員は、客観点数が
1150点以上であること。上記２のの再認
定を受けた者にあっては、当該再認定後の客
観点数が要件を満たしていること。
 施工実績
 平成12年４月１日以降に元請けとして完
成・引渡しが完了した、次の同種工事の施
工実績を有すること。ただし、特定建設工
事共同企業体の場合は、代表者と構成員そ
れぞれが次の同種工事の施工実績を有する
こと。経常建設共同企業体にあっては構成
員のうち１社が同種工事の施工実績を有す
ること。なお、特定建設工事共同企業体及
び経常建設共同企業体としての施工実績
は、出資比率が20％以上の場合のものに限
る。
 同種工事とは、機場下部工（土木工事）
とし、規模は問わないものとする。
また、当該実績が各地方農政局の発注し
た工事に係る実績である場合にあっては、
工事成績評定表の評定点が入札説明書に示
す点数未満のものを除く。

 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を当該工事に専任で配置できる者で
あること。
 １級土木施工管理技士又はこれと同等以
上の資格を有する者であること。なお、「こ
れと同等以上の資格を有する者」とは、次
のものをいう。
ア １級建設機械施工技士の資格を有する
者。
イ 技術士（建設部門、農業部門（選択科
目を「農業土木」とするものに限る。）、
森林部門（選択科目を「森林土木」とす
るものに限る。）、水産部門（選択科目を
「水産土木」とするものに限る。）又は、
総合技術監理部門（選択科目を建設部門
に係るもの、「農業土木」、「森林土木」又
は「水産土木」とするものに限る。））の
資格を有する者。
ウ これらと同等以上の資格を有する者と
国土交通大臣が認定した者。

入 札 公 告（建設工事）

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 27 年８月 28 日

支出負担行為担当官
関東農政局長 石田 寿

◎調達機関番号 018 ◎所在地番号 11
〇第１号
１ 工事概要
 品目分類番号 41
 工事名 印旛沼二期農業水利事業 宗吾西
機場建設工事
 工事場所 千葉県印西市山田干拓地内
 工事内容 機場下部工（ＲＣ構造）１式、
印旛沼取水導水路 １式、吸込水槽工（ＲＣ
構造）１式、排水吐出し水槽工（ＲＣ構造）
１式、印旛沼取水口 １式、低地排水路取水
口 １式、地盤改良工 １式、付帯工 １式
 工期 平成30年３月16日まで（予定）
 使用する主要な資機材 生コンクリート
2400、鉄筋 250ｔ、ＰＨＣ杭（φ450～
1000㎜）Ｎ＝222本
 本工事は、提出された競争参加資格確認申
請書（以下「申請書」という。）及び競争参加
資格確認資料（以下「確認資料」という。）に
基づき、価格と価格以外の要素を総合的に評

価して落札者を決定する入札時ＶＥ方式（標
準ＡⅠ型総合評価落札方式）の適用工事で
ある。
また、品質確保のための体制その他の施工
体制の確保状況を確認し、施工内容を確実に
実現できるかどうかについて審査し、評価を
行う施工体制確認型総合評価落札方式の試行
工事である。
 本工事は、品質・安全等の確保がされない
おそれがある極端な低価格での調達を見込ん
でいないかなどを厳格に調査する特別重点調
査の試行工事である。
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